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研究成果の概要（和文）：　戦後、日本の石炭産業は衰退していったが、そのなかで培われた生産技術は、現在
アジアや中南米へと移転されている。本研究は、なかでも日本からベトナムへの石炭生産技術移転事業に注目
し、その歴史、現状、今後を検討した。
　日本は、石炭産業合理化の過程で保安技術を中心に技術革新を実現したこと、石炭生産技術移転事業は、日本
とベトナムとの歴史的な修好関係を背景として実施されていること、保安技術を中心とした技術移転がベトナム
の炭鉱での災害率の低下や安定的な生産に貢献していること、そしてその背景には研修指導員をはじめとした日
本側の指導方法の工夫や人間関係の構築などが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Japan's coal industry began to decline after the 1960s, and production 
technologies that were developed during the same period have now been transferred to Asian and 
Central American countries. This study examines the history, current situation, and future of a 
technology transfer project from Japan to Vietnam.
The findings of this study are as follows: First, Japan's coal industry succeeded in a technological
 revolution regarding mine safety during the process of rationalization. Second, technology transfer
 concerning coal production has contributed to the stabilization of production as well as the 
reduction of mine accidents in Vietnam's coal industry. Third, the success of this project is owed 
to Japanese training officers’ teaching methods and the relationships they built with Vietnamese 
supervisors and miners.

研究分野： 経済史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　これまで、日本の石炭産業は衰退産業として捉えられ、その現代的意義は追究されてこなかった。これに対し
て、本研究は、石炭産業合理化の過程で培われてきた石炭生産技術が外国に移転され、それらの国々の石炭生産
技術の底上げに貢献している、という事実を明らかにした。本研究は、産業の歴史を分析する際、数量的な盛衰
だけでなく、それが培ってきた技術や人的資源の波及効果まで含めた分析を行う必要を示している。
　また、企業の海外進出をともなわない技術移転事業にかんする研究は必ずしも多くないが、本研究は、こうし
た事業が日本と諸外国との友好関係や経済発展に貢献していることを明らかにした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
戦後日本の石炭産業の合理化については、これまで様々な観点から研究が蓄積されてきた（矢

田[1975、1995]；高橋[2002]；島西[2011、2012]；嶋﨑[2013]など）。それらの研究の共通点は、
産業構造調整過程としての石炭産業の合理化に注目していることであり、研究代表者も同様の
問題関心から戦後日本の石炭産業にかんする歴史研究を蓄積してきた（島西[2011、2012]）。し
かし、研究を進める過程で高度成長期以降に日本の石炭生産技術が海外に移転され、現在では
世界標準の石炭生産技術となっていることが明らかとなった（石川[2004]）。また、産業政策の
通史でも、技術移転が高度成長期以降の石炭産業合理化政策のひとつとして検討されている（橘
川[2011]）。すなわち、石炭産業の合理化は、産業構造調整過程であるとともに、技術の導入・
開発から技術移転へと至る技術革新の過程でもあったといえる。 
このような観点から先行研究をとらえ直すと、先行研究では石炭生産技術が移転された事実、

および技術移転政策の存在は明らかとなっているものの、厳しい経営環境のなかで石炭産業は
どのように生産技術の革新とその海外移転に成功したのか、そしてその技術がなぜ世界標準と
なりえたのか、という点については具体的に明らかではない。石炭産業史研究において、石炭
生産技術の革新と海外移転をめぐる問題は未解明の課題として残されているのである。 
他方、本研究は、戦後日本の技術移転にかんする事例研究としての性格ももっている。この

点に関連して、研究代表者は、戦後日本におけるアメリカ的経営技法の受容とその海外移転の
歴史について共同研究を行ってきた。そこで明らかとなったのは、経営技法の受容と移転には、
移転元・移転先双方の文化・慣習に基づいた人的関係の構築と技法の調整が必要なことであっ
た（森・島西・梅崎[2013]）。この点を踏まえると、石炭生産技術の海外移転についても、移転
元・移転先双方における人的関係の構築と技法の調整を具体的に検討する必要があるといえる。 
 以上の学術的背景を踏まえて、本研究は、戦後日本において石炭生産技術がどのように革新
されていったのか、およびそれが海外への技術移転に成功したのはどのような要因によるもの
なのか、という点を日本からベトナムへの石炭生産技術移転事業を事例に検討することで、戦
後日本の石炭産業の合理化が世界の石炭生産技術の革新に貢献したことを歴史的な視点から明
らかにする。 
 
（参考文献）※副題は省略した。 
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２．研究の目的 
本研究全体の目的は上記に記したとおりであるが、具体的な研究目的として、以下の 3 点を

設定した。 
（1）戦後日本における石炭生産技術の革新の過程とその特質を産業史的な観点から明らかにす

る。石炭生産技術に関連する資料の検討や聞き取り調査に基づいて、石炭生産技術の革新
が構想された社会経済的背景、革新の実現をめぐる生産組織や労働組織の変容、および革
新による合理化の効果などを把握したうえで、日本の石炭生産技術の革新が石炭生産過程
においてどのような特質を有しているのかを確定する。 

（2）石炭生産技術の海外移転の準備過程を移転元・移転先双方の立場から明らかにする。先行
研究によって、石炭生産技術の海外移転は 1970 年代後半以降に開始されたことが明らかに
されている。そこで、1970 年代後半以降の石炭企業の経営資料、資源エネルギー庁や JICA
（国際協力機構）などの政策資料、および聞き取り調査と移転の現場調査に基づいて、石
炭生産技術の海外移転にあたって期待されたメリット・デメリット、教材や講師の選定の
過程などを整理する。石炭企業については、申請時点で海外技術移転事業を実施している
釧路コールマイン株式会社（旧・太平洋炭砿、以下 KCM）と、その技術移転先であるベト
ナム石炭鉱物産業グループ（以下 VINACOMIN）を対象とする。 

（3）石炭生産技術の海外移転の実施過程を移転元・移転先双方の立場から明らかにする。上記
と同様の諸資料および調査に基づいて、戦後日本の石炭産業の合理化過程で行われた技術
革新が、どのような人的関係の構築や具体的技術の調整を経て海外に移転されたのか、さ
らにはそれが移転先・移転元双方にどのようなメリット・デメリットをもたらしたのかを
検討する。（2）と同様とする。 

 



３．研究の方法 
2016 年度は、研究の基礎となる文書資料を収集するとともに、石川孝織氏（研究協力者）に

ベトナムの炭鉱、鉱山保安センター、鉱山学校などを訪問した。上記の訪問の準備やまとめな
どのため、研究会を 3回開催した。 
2017 年度は、引き続き文書資料を収集・整理するとともに、KCM で実施されている受入研修

事業の座学と実習を 2日間にわたって見学し、研修の方法や研修生の受講態度を観察した。ま
た、実際に研修事業に携わっている 6名の KCM 社員の聞き取り調査を行った。研修事業の経緯、
具体的な流れ、研修の効果をあげるための工夫、研修の効果や残された課題などについてお話
をうかがった。上記調査の準備などのため、研究会を 1回開催した。また、文書資料や見学記
録などをもとに、ベトナムの石炭産業の歴史、および現状にかんする論文を発表した（５．を
参照）。 
2018 年度は、文書資料を整理するとともに、2回にわけてベトナムの現地調査を実施した。1

回目は VINACOMIN 本部、生産指導本部、鉱山保安センターにて聞き取り調査を行った。2 回目
は、複数の炭鉱と鉱山学校にて聞き取り調査を行った。現地調査の準備や調査結果の取りまと
めなどのため、研究会を 1 回開催した。また、文書資料や調査記録をもとに、KCM による炭鉱
技術移転事業の歴史、現状、今後の展望にかんする論文を執筆した（５．を参照）。 
本研究の組織は、６．に記したとおりである。研究計画時には、Lim Tai Wei 氏（Singapore 

University of Social Sciences）を研究協力者としてくわえていたが、同氏の研究上の都合等
により、研究協力者として協働するには至らなかった。代わりに、同氏の来日時に、適宜面談
を実施し、本研究の国際的な位置づけなどについて、助言をいただいた。 
 最後に、本研究のスケジュールを表に示す。 
 
表 全体スケジュール 

日付 事項 
2016 年 4 月 25 日 研究打ち合わせ（東京） 
2016 年 6 月 7 日 研究打ち合わせ（釧路） 
2016 年 12 月 3-9 日 ベトナム現地訪問 
2017 年 3 月 15 日 研究打ち合わせ（釧路） 
2017 年 5 月 18 日 JOGMEC 訪問 
2017 年 8 月 30 日 研究打ち合わせ（釧路） 
2017 年 10 月 30-31 日 釧路コールマイン受入研修調査 
2018 年 3 月 16 日 釧路コールマイン研修事業関係者聞き取り調査 
2018 年 7 月 14 日 研究打ち合わせ（東京） 
2018 年 10 月 30 日-11
月 3 日 

ベトナム現地調査 1回目 

2018 年 12 月 10-16 日 ベトナム現地調査 2回目 
2019 年 3 月 8 日 研究経過報告（釧路） 
2019 年 3 月 9 日 研究打ち合わせ（釧路） 
 
 
４．研究成果 
これまで、日本の石炭産業は衰退産業として捉えられ、その現代的意義は追究されてこなか

った。これに対して、本研究は、日本が石炭産業合理化の過程で培ってきた石炭生産技術、と
くに保安技術が先進的なものであったこと、そして、それを維持・移転していくことは、石炭
産業が発展している諸外国における石炭生産技術の革新、安定的な生産、人命保護にとってき
わめて重要なことであることを明らかにした。さらに、それが実現した背景には、研修指導員
をはじめとした日本側の指導方法の工夫や人間関係の構築などがあったことも明らかにした。 
他方、本研究では、石炭生産技術移転事業の限界や課題も明らかとなった。たとえば、ベト

ナムの設備は中国・東欧諸国製がほとんどであり、ハードとソフトの両方を移転することは困
難であった。また、ベトナムの産炭地が世界遺産ハロン湾に近接しているため、ベトナムでは
選炭処理や環境保全なども含めた総合的な技術移転のニーズが強いにもかかわらず、日本側の
事情で実現に至っていないという点も課題として指摘できる。 
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